
 

（様式１－３） 

福島県帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年４月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 176 事業名 福島県里山放射線量等測定事業 事業番号 (3)-23-6 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県 

総交付対象事業費 （217,158  千円） 

241,158  千円  

全体事業費 （217,158  千円） 

241,158  千円  

帰還・移住等環境整備に関する目標 

本県においては、多くの人々が森林とともに暮らし、林業を生業とする生活を営んできたが、原子力発電

所事故に伴い、県民は森林の放射性物質への不安を抱えた生活を余儀なくされている。また、森林整備・木

材生産活動が停滞しており、森林の持つ多面的機能の低下が懸念されていることから、森林・林業の再生は

福島の復興にとって大変重要な課題である。 

このような状況を踏まえ、日常的に人が立ち入る里山において、令和２年度まで里山再生モデル事業が実

施されたが、県内には里山が多数存在することから、里山の再生に向けた取り組みを継続していく必要があ

る。 

本事業は、里山再生モデル事業の後継事業である里山再生事業の選定地区を対象に、事業実施前後の空間

線量率及び立木・土壌の放射性物質濃度の測定を一元的に実施し、その結果を地域住民や対象地区の利用者

等へわかりやすく情報提供することにより、当該事業の実施効果の評価に資するものである。 

 

事業概要 

・空間線量率測定（歩行サーベイ、実際の利用を想定した個人被ばく線量、指定点）及び立木・土壌の放射

性物質濃度の測定 ４地区 

 

○福島復興再生基本方針（R5.7.28 閣議決定） 

第２部 第３ 2-(1)-⑤（Ｐ23.24～30 行目） 

「里山再生モデル事業については、その成果等を踏まえ令和２年１月２４日に中間とりまとめ、同年１１月

６日に最終とりまとめを行った。令和２年度以降は「里山再生事業」として里山の再生に向けた取組を引き

続き実施しており、令和４年２月までに９地区を選定し、順次事業を開始している。なお、里山再生事業に

ついて、将来的には、当該事業の趣旨を踏まえつつ、特定復興再生拠点区域の整備の進捗等に応じて帰還困

難区域で実施することも視野に入れて検討を進めていく。」 

 

第３部 第７ 2-(1)(Ｐ62.1～2 行目) 

「また、里山再生モデル事業の成果等を踏まえ、「里山再生事業」として里山の再生に向けた取組を引き続

き実施する。」 

 

○福島復興再生計画（R5.9.8変更認定） 

第２部 第２ ２-(1)-ア-(ｱ)-c-①（P16.10～13 行目） 

「また、「福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組」（平成 28年 3月 9 日公表）に基づき、住居等近

隣の森林除染を要請する。さらに、国と連携を図り、市町村の意向を踏まえた里山再生に向けた取組を推進

する。」 

 

○「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針（R7.6.20 閣議決定） 

1-(1)-⑥(P20.10～13 行目) 

「森林・林業分野では、福島県の森林・林業の再生に向けて、放射性物質モニタリングや各種実証等による

知見の収集、放射性物質を含む土壌の流出を防ぐための間伐等の森林整備とその実施に必要な放射性物質

対策、里山再生事業、良質な原木や原木しいたけ等の特用林産物の産地再生に向けた取組を進める。」 

 



 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

 空間線量率測定及び立木・土壌の放射性物質濃度の測定 ４地区 計 24,000 千円 

（令和７年度に要望した５地区のうち、森林整備及び除染が完了していない４地区の線量測定等を改めて

要望するもの） 

 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

住居周辺にあって身近に利用してきた里山において、そこに立ち入る住民等の安全・安心を確保するた

め、空間線量率等の状況を測定し、その結果をわかりやすく情報提供することにより、地域住民の帰還のた

めの環境整備に資するものである。 

 

関連する事業の概要 

・除染事業（環境省直轄事業または除染対策事業（環境省補助事業）） 

  森林内の遊歩道などにおいて有機堆積物除去等を行う。 

・森林整備（林野庁直轄事業またはふくしま森林再生事業（林野庁補助事業）） 

  間伐等の森林整備及び放射性物質対策を行う。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（別 紙） 

計画区域 

※計画の区域及び事業を実施する場所がわかる図面を添付してください。 

 

里山放射線量等測定事業の対象区域： 

     避難指示区域又は汚染状況重点調査地域（既に解除された区域も含む）。 

 

 

 

凡例 

  実施予定箇所 

  事業対象区域 

稲葉山 

大火山 

大倉山 

日隠山 


